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ニッセイ基礎研究所では、平成 23 年度老人保健健康増進等事業（厚生労働省）において、以下の

3 案件の採択を受けることになりました。（実施要綱第 6 条第 4 項に基づく公表） 

 

■ 認知症を有する人への適切な支援に資する認知症ケアモデルの研究 

認知症ケアの実践現場では、個別ケアの重要性が認識されるようになり、研究者や実践者自らが

開発した様々な教育ツールやアセスメント方式の活用等により、認知症ケアの対応力向上が図られ

てきたところである。しかし、ＢＰＳＤ（Behavioral and Psychological Symptoms of Dementia）

が生じている人への対応などは、個々の援助者の「暗黙知」に委ねられている部分も多く、必ずし

もコンセンサスによるケアの提供がなされているわけではない。そればかりか、個々の職員の対応

力の格差、サービス事業者の格差、研修レベルや内容のばらつき等の様々な課題が顕在化してきて

いる。 

こうした側面から考えてみると、事業形態、職種、サービス提供場所に影響されない認知症ケア

の原則論が求められるところであり、認知症ケアに関わる全ての専門職に共有されるべき「人間観」

「倫理観」を養い、エビデンスに基づいた教育プログラムによる対応力向上が望まれるところであ

る。本研究事業はこれらの課題意識のもと、認知症ケア教育の基礎となる要素を洗い出し、今後の

認知症ケアスタンダード構築に向けた検討会を開催する。 

 

■ 一人暮し高齢者・高齢者世帯の生活課題とその支援方法に関する調査研究事業 

認知症やウツ等の疾患や「セルフ・ネグレクト」状態、高齢者特有の「遠慮」などにより、自ら

手を差し出せない、あるいは差し出さない者およびその生活課題を地域の中から掘り起こし、支援

につなげていくための方策については、自治体ごとに様々な取組みがなされているものの、実際の

取組みの内容やその実効性については、明らかにされていない。 

本事業では、このような状況を踏まえて、自治体における生活課題の把握方法および支援策の展



 

開状況について明らかにするとともに、高齢者の真のニーズを捉えて支援につなげている先進自治

体や社協などの取り組み事例から、高齢者の真のニーズの把握方法および具体的な支援方策や支援

へのつなげ方について示唆を得ることを目的として、①先進地域における自治体職員等を対象とし

た座談会方式による、高齢者支援のあるべき姿の検討、②高齢者の生活課題の把握および支援策の

展開状況の実態把握（自治体を対象としたアンケート調査）、③支援策導入・展開上の課題の把握

を目的とした先進自治体における自治体、社協、民生委員等を対象とした個別ヒアリングを実施す

る。 

 

■ 認知症サポート医の活動支援のあり方と養成および継続研修事業に関する調査研究 

地域包括ケア体制の重要な要素である認知症ケアの入り口にあたる早期発見・早期診断には、地域

のかかりつけ医の取り組みがポイントとなるが、様々な診療科・環境にあるかかりつけ医にその機能

を十分発揮してもらうためには、専門医療機関・専門医との連携、認知症ケアに関わる多職種との連

携等をバックアップするサポート役が必要となる。 

その役割を担う認知症サポート医はこれまで 1,600 名以上が養成されてきているが、サポート医に

期待される「かかりつけ医支援」や「地域の仕組み作り」等の活動を支援するには、早期診断、認知

症ケア、介護保険制度改正等に関する新しい知見や情報を提供するなど、継続的かつ直接的なフォロ

ーが重要となる。 
本事業では、①認知症サポート医・かかりつけ医認知症対応力向上研修で用いられる教材の改訂（新

薬や制度改正などを中心とした最新情報によるテキスト・DVD の追補作業）、②認知症サポート医の

活動実態および地域の仕組みの把握（現任サポート医および地域医師会へのアンケート調査）、③認

知症サポート医フォローアップ研修のためのモデル講習会（企画およびファシリテータ役を担う現任

の認知症サポート医への伝達講習）の実施を行う。 
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